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はじめに

は　じ　め　に

　この度、会計検査院が記録している戦後の新憲法、新会計検査院法の下で
検査活動を開始した昭和 22 年度から令和 4年度までの 77 年間にわたる決算
検査報告のデータベースから、用地・補償に係る報告事例を抽出したとこ
ろ、その件数は、235 件となっています。
　これらの事例について、各時代を辿ってみると、戦後の昭和 22 年度から
昭和 40 年代までの検査報告（75 件）においては、戦後の混乱期から復興期、
経済の成長期、安定期に入る時代で、国の財産の管理、処分、取得、貸付料
の徴収などに係る主に国の体制や制度の不備などを原因とする事例が大半を
占めています。
　その後、昭和 50 年代に入ってからは、関係する制度の整備等もあってか、
用地関係の事例に加えて補償関係の事例も目立ち始め、「その処理」や「考
え方」などが関係法令や基準等に基づいているかといった近年の検査の着眼
点からの指摘事例が主流となり、この傾向が平成の時代を経て令和の時代の
現在にまで至っています。
　そして、これらの事例は、用地・補償の担当者の交代時期が関係するかの
ような類似の事例がある間隔で出現していたり、各時代の社会的・経済的な
背景を反映した事例が出現したりしていることなどが見て取れます。
　本書は、戦後からの用地・補償の事例 235 件のうち、特に昭和 50 年代以
降の事例 160 件について会計検査院の各年度のデータベースに基づき編集し
たものですが、本書を年代ごとにご一読して頂くことにより、事例の傾向や
繰り返す事例に注意をして頂くなど、用地・補償に携わる皆様の業務の参考
として頂ければ幸いです。
　なお、本書における検査報告以外の記載内容は個人的見解によるものであ
ることを予めお断りいたします。

　2024 年（令和 6年）11 月

芳賀　昭彦
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本書の利用にあたって

本書の利用にあたって

　会計検査院の検査報告データベースは、昭和 22 年度から作成されている。
戦後、我が国は、6年 8か月に及ぶ連合国軍による占領を経て主権を回復す
るが、この間、新憲法である日本国憲法が昭和 21 年 11 月 3 日に公布され翌
22 年 5 月 3 日に施行された。そして、会計検査院は日本国憲法第 90 条に規
定され、これに基づく新会計検査院法が昭和 22 年 4 月 19 日に公布されて、
新憲法と同じく同年 5月 3 日に施行された。これ以降、戦後の会計検査院
は、昭和、平成、令和の時代へと検査の歩みを進めることになる。

昭和 20 年（1945 年）8月 14 日 ポツダム宣言受諾
同年 8月 15 日 昭和天皇の終戦の詔勅
同年 8月 28 日 連合軍進駐開始
同年 8月 30 日 ダグラス・マッカーサー大将厚木基地

到着
同年 9月 2 日 横須賀の戦艦ミズーリで降伏文書に調印

昭和 21 年（1946 年）11 月 3 日 新日本国憲法公布
昭和 22 年（1947 年）4月 19 日 新会計検査院法公布

同年 5月 3 日 新日本国憲法施行、新会計検査院法施行
昭和 26 年（1951 年）9月 8 日 サンフランシスコ講和条約調印
昭和 27 年（1952 年）4月 28 日 サンフランシスコ講和条約発効（主権

回復）

　新憲法下での会計検査院は、帝国憲法下で天皇直隷機関であった地位が廃
止され、国家組織上国会、内閣、裁判所のいずれにも属さない純然たる独立
機関となり、戦後の混乱期、復興期、高度成長期、ドルショック、石油危
機、バブル期、バブル崩壊、リーマンショック、デフレ不況、アベノミク
ス、コロナ禍及びロシア・ウクライナ戦争と令和 4年まで戦後 77 年、主権
回復から 70 年以上を経てきた。各時代の決算検査報告をみると、我が国が
新たな民主国家として歩み始めた戦後の混乱期から令和の今日までの時代背
景や予算、決算を通じた国家活動の実情を映し出している。
　前述したとおり、本書で紹介するのは、戦後の混乱期の昭和 22 年度から
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令和 4 年度の 77 年にわたる会計検査院の決算検査報告における用地・補償
の事例であるが、昭和 22 年度から昭和 40 年代までの 75 件の事例について
は、主に国の体制や制度の不備などを原因とするものが多く、また、文章表
記についても現代表記とは異なることなどから、この間の事例については、
各年代の概要及び代表的な事例紹介に止め、年度別に事例件名を資料編に掲
載するに止めることとした。
　昭和 50 年代から令和 4年度までの間の事例については、160 件となって
いて資料編に年度別に事例件名を紹介するとともに、その事例については全
て個別に検査報告本文に基づく現行の様式に修正して、用地及び補償に区分
し、土地評価、土地等管理・処分、物件、機械工作物、営業補償・特殊補
償、事業補償、総合補償に分類した上、検査院の指摘の態様別に編集した。
その内容は、用地については、取得、交換、管理（維持保全、遊休化、利活
用、借上げ、貸付け）、処分など、また、補償については、移設、移転、営
業、金銭、消滅などとなっている。
　なお、国有財産には、土地、建物、工作物等が含まれており、土地以外を
含んだ事例の場合、「土地」のみを抽出することは困難なため、国有財産の
事例では、土地以外も含む場合があることを予めご了承願いたい。
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